
令和６年度 池田市物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金充当事業における実施状況及び効果検証について

■ 令和６年度実施計画事業

事業の概要（実施計画記載内容） 効果・検証

①目的・効果

②交付金を充当する経費内容

③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

臨時交付金 国庫補助金等 一般財源
①実施状況

②効果検証（評価）

1

低所得者世帯支

援事業（追加給

付分）【物価高

騰対策給付金】

高齢・福祉総

務課
65,895,650

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行う

ことで、低所得の方々の生活を維持する。

②低所得世帯への給付金及び事務費

③R5,6年度の累計給付金額

　R5年度分の住民税非課税世帯　11,360世帯

×70千円

R6事務費　12,485,650円

事務費の内容［需用費（事務用品等）、役務費

（郵便料等）、業務委託料、使用料及び賃借料

、人件費として支出］

④R5年度分の住民税非課税世帯（11,360世

帯）

R5.11 R6.4 65,895,650 55,317,000 0 10,578,650

①令和５年度住民税非課税世帯11,360世帯に対

し、追加給付分として給付金（１世帯7万円）を

支給した。

②物価高騰が続く中、低所得世帯に対する現金

給付を行うことで、経済的負担の軽減に寄与し

た。

2

低所得者世帯支

援事業（均等割

のみ課税、子ど

も加算、新たに

非課税）【物価

高騰対策給付

金】、定額減税

補足給付事業

（調整給付）

【物価高騰対策

給付金】

高齢・福祉総

務課
467,647,330

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行う

ことで、低所得の方々の生活を維持する。

②低所得世帯への給付金及び事務費

③R5,6年度の累計給付金額

・R5年度住民税均等割のみ課税世帯　1,269世

帯×100千円

・R6年度非課税化世帯　1,098世帯×100千円

・R6年度均等割のみ課税化世帯　487世帯×

100千円

・子ども加算　1,948人×50千円

・定額減税を補足する給付の対象者　15,008人

R6事務費　54,537,330円

事務費の内容　［需用費（事務用品等）　役務

費（郵送料等）　業務委託料　使用料及び賃借

料　人件費　として支出］

④低所得世帯等の給付対象世帯数（2,854世

帯）、定額減税を補足する給付の対象者

（15,008人）

R6.2 R7.2 467,647,330 418,105,500 0 49,541,830

①低所得世帯等の給付対象世帯2,854世帯、定額

減税を補足する給付の対象者15,008人に対し、

給付金を支給した。

②物価高騰が続く中、低所得世帯に対する現金

給付を行うことで、経済的負担の軽減に寄与し

た。

533,542,980 ― ― ― 533,542,980 473,422,500 0 60,120,480

終期

実施状況及び効果検証

総事業費（円）
総事業費に

対する執行額

（円）

財源内訳（円）

合計

事業名

（充当事業）
担当課

実施計画記載内容

始期


